






















積極的行動支援  (PBS) の実践研究  
















個別の Positive Behavior Support (PBS; 以下、積極的行動支援とする ) を教
師と協働で実施し、その効果を検証したものである。積極的行動支援は、応用
行動分析  (applied behavior analysis) を主な実践上の基盤として、問題行動
を低減し、適切な行動を伸ばす支援を持続的にシステムとして  (多層支援で ) 
行うアプローチである。  
現在、日本の小中学校の通常学級には、学習面または行動面に著しい困難を










 本博士論文の研究 1～3 (第 2 章 ) では、児童の仲間との社会的相互交渉に焦
点を当てた。研究 1 では実態調査として、小学校の休み時間における児童 14 名  






Positive Peer Reporting を、教師と協働して小学 4 年生 2 学級  (計 63 名 ) に















研究 4～5A・B (第 3 章 ) では、児童の授業参加行動に焦点を当てた。研究 4
では実態調査として、通常学級の児童 86 名  (小学 1、3 年生 ) の授業参加行動
について行動観察を行った。その結果、一つの学級に支援が必要と考えられる  
(授業参加率の低い ) 児童が複数名在籍すること、授業参加行動に随伴したフィ
ードバック  (教師の言語賞賛など ) が少なく、授業逸脱行動に随伴して教師の
注目が与えられがちであることが示唆された。  
よって研究 5A では、児童の授業参加行動に対する教師 3 名の言語賞賛が増





む ) が、各学級に約 2 名見られ、これらの児童への個別支援の必要性が示唆さ
れた。  
そこで研究 5B では、研究 5A の学級支援では授業参加率が増加しなかった
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第 1 章  序論  
 
1－1 はじめに   
現在、日本の学校教育は国際的に高い水準にあると言われている。例えば、
義務教育修了段階の 15 歳の生徒がそれまで身に付けてきた知識や技能をどの
程度活用できるかを測る OECD の Programme for International Student 
Assessment  (PISA; OECD 生徒の学習到達度調査 ) の 2012 年の調査では、日
本は 65 参加国・地域中、数学的リテラシーは 7 位、読解力は 4 位、科学的リ
テラシーは 4 位であった  (OECD, 2013)。しかしその一方で、社会経済的水準
の高い 学校 と低 い学 校間の 得点 差は  2003 年以降 拡大 し てお り  (OECD, 
2013)、数学的リテラシーにおいて学力が最も低いレベル 1 以下の生徒の割合
は約 12%に達している  (国立教育政策研究所 , 2013)。また文部科学省の 2012
























用することである。教育分野においても、エビデンスベースド  (evidence 
based) な方略が求められるようになってきている中で  (OECD Centre for 













ローチとして、応用行動分析  (applied behavior analysis) を背景の一つとす
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る Positive Behavior Support (PBS; 積極的行動支援 ) がある。米国では、
School-Wide Positive Behavior Supports (SW-PBS; 学校規模の積極的行動支
援 ; 近年、 School-wide Positive Behavioral Interventions and Supports／
PBIS とも呼ばれる ) が、2015 年時点で 21,000 校以上に導入され、子ども達の








いても、授業妨害行動  (田中・鈴木・島崎・松見 , 2010)、授業準備行動  (道城・
松見・井上 ,  2004)、学習時の姿勢  (Noda & Tanaka-Matsumi, 2009) といった
行動に対して実践研究が行われ、その効果が実証されてきている。しかし、こ
れらの支援を SW-PBS のようにシステムとして、学校規模で一貫して行うのは、
学級ごとの個別性が強い日本の教育現場では難しい現状がある  (松山 , 2016; 
佐古 , 2006)。また、SW-PBS では、問題行動の減少は多く報告されているが、
適切な行動  (授業参加行動、仲間とのポジティブな社会的相互交渉など ) がど














実践研究を通じて、効果的な支援を持続して行う積極的行動支援  (PBS) を日
本の学校教育現場へ応用し、さらにその効果を検証することを目的とした。  
 
1－2 通常学級における特別支援  





と移行した  (文部科学省 , 2007a)。特別支援教育では、自閉症、注意欠陥多動性
障害、学習障害といった発達障害のある児童生徒も支援の対象に含められるこ
ととなった  (尚、これら診断名については変遷があり、この点について 1－2－
2 で述べる )。また、通常学級に在籍し、様々な困難を抱える児童生徒に対する
特別支援を行うことも強調されている  (文部科学省 , 2007a)。  
インクルーシブ教育  日本は、2014 年に国連「障害者権利条約  (Convention 











的行動支援  (詳細は後述する ) は、インクルージョン運動の影響を受けており  
(Carr et al., 2002)、この点においてインクルーシブ教育と一致するものであ
る。さらに積極的行動支援は、行動支援を通じて生活の質  (quality of life) の
































1－2－2 支援を必要とする児童  














また行動・関心・活動における限定的・反復的な様式 を示す障害である  
(American Psychiatric Association, 2013)。注意欠如・多動性障害  (attention 
deficit hyperactivity disorder; 以下、ADHD とする ) は、細やかな注意や注意
を持続することの著しい困難さなどの注意に関する障害と、着席やじっとして
いることが困難、しゃべりすぎる、順番待ちが苦手で割り込みをしてしまうな
ど の 多 動 性 ／ 衝 動 性 を 特 徴 と す る 障 害 で あ る (American Psychiatric 
Association, 2013)。限局性学習障害  (specific learning disorder; 以下、SLD
とする ) は、全般的な知的能力に問題がないにも関わらず、読み、書き、数の
操作など、特定の領域において著しい困難さを示す障害である  (American 
Psychiatric Association, 2013)。  
これら、ASD、ADHD、SLD のある児童も含め、通常学級に在籍しながら通
級による指導を受けている児童生徒数は全国で約 8 万人  (児童生徒数全体の約
0.8%) である。さらに 2012 年度の文部科学省の調査によれば、日本の公立小
中学校の通常学級に在籍する約 6.5%の児童生徒が、知的に遅れはないものの学
習面または行動面に著しい困難を抱え、発達障害の疑いがある  (文部科学省 ,  




にポイントの分布図を見ると  (Figure 1–1、1–2、1–3 参照 )、カットオフポイ
ントに近い値をとる児童生徒がスペクトラム状に複数いることが分かる。よっ
て、著しい困難とまではいかなくとも、学習面・行動面に困難さを抱える児童




















Figure 1–2. 「不注意」又は「多動性－衝動性」における児童生徒全体の  





Figure 1–3. 「対人関係の困難さやこだわり等」における児童生徒全体の  
分布状況  (文部科学省 , 2012). 
 
 
 知的障害  知的障害／知的能力障害  (intellectual disability) とは、発達期
にあらわれ、概念的、社会的、および実用的な領域における知的機能と適応機
能両面の欠陥を含む障害である  (American Psychiatric Association, 2013)。
知能検査で測定される知能指数  (IQ) では、IQ70 未満は知的障害があるとされ、
理論上このような児童は 2.2%存在し、また IQ70～79 の境界線域の児童は 6.7%
存在する  (上野・海津・服部 , 2005)。特別支援学級・学校に在籍している児童
生徒は全体の約 2.5%であり、その約半数が知的障害  (すなわち全体の 1.3%程
度 ) である。これらの数値から、知的能力が境界線域の児童の多くは通常学級
に在籍しており、また IQ70 未満の児童生徒が通常学級に在籍している場合も
あると考えられる。前節で述べた、文部科学省  (2012) による発達障害の疑い
のある児童生徒に関する調査は、“知的に遅れはないものの”学習面または行動
面に著しい困難を抱える児童生徒に関する調査であり、知的能力発達に遅れの





また、小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒は約 20 万人  (うち 40％
以上が自閉症・情緒障害 )、特別支援学校  (小学部、中学部 ) に在籍する児童生
徒は約 7 万人である  (文部科学省 , 2016b)。これらの児童の割合は、2004 年と
比較して、1.3～2.3 倍に増加している  (首相官邸教育再生実行会議 , 2015)。こ
れら特別支援学級・学校の児童生徒と通常学級の児童生徒との「交流及び共同
学習」も推進されているが、交流及び共同学習は特別支援学級の児童が通常学
級に交流に行く形で主に実施されている  (星野・佐藤 , 2011)。この際の特別支
援学級在籍児童に対する通常学級内での支援も必要である。  








1－2－3 児童の行動面の支援ニーズ  
平澤・神野・廣嶌  (2006) は、小学校通常学級に在籍する指導困難な児童 414
名  (発達障害の診断のある、もしくはその疑いのある児童、知的障害のある児
童 ) の最も気になる・困った行動について、担任教師による自由記述による調
査を行った。その結果、最も多く挙げられたのは、不適切な会話、 (授業中に ) 












Figure 1–4. 通常学級に在籍する指導困難な児童の最も気になる・困った行動  






廣瀬・東條・寺山  (2001) は、ASD のある児童  (通常学級のみで教育を受け
ている 10 名、通級指導教室を利用している 17 名、特殊学級に在籍して通常学








山  (2001) の研究からも、通常学級における ASD のある児童の支援ニーズとし
12 
 
て、他の児童との関わりと授業参加という 2 つが挙げられることが分かる。  




























1－2－4 仲間との社会的相互交渉と授業参加行動について  
仲間との社会的相互交渉  児童は、仲間との社会的相互交渉を通じて、社会
的に望ましい  (向社会的な ) 働きかけと反応の仕方を学んでいく  (Skinner, 
Neddenriep, Robinson, Ervin, & Jones, 2002)。しかし、仲間との社会的相互
交渉が少ないと、向社会的行動を学ぶ機会が減ってしまい  (Skinner et al., 
2002)、これが仲間関係の困難さに繋がると考えられる。  
そして、安定した仲間関係の欠如は学校適応を難しくすることが指摘されて
い る  (Ladd, 2005) 。 仲 間 関 係 と 学 業 達 成 と の 関 連 性 も 指 摘 さ れ て い る  









して適切に反応する行動と類似していることなどが考えられる  (Wentzel, 







その児童本人の授業参加  (例：問題を解く、発言する等 ) が難しくなるのに加
えて、他の児童の授業参加も困難となる。反対に、児童が教師の説明を静かに
聞いたり、指示された課題にすぐに取り組んだりして授業参加すれば、授業は
円滑に進みやすくなり、児童の学習は促進される  (Greenwood, Horton, & 
Utley, 2002)。さらに、児童が積極的に授業参加して課題に取り組むことは、学
業達成と関連することが指摘されている  (例えば、Greenwood, 1991)。  
馬場  (2015) は、小学 4 年生と中学 1 年生の授業参加行動と学業達成との関
連について検討した。小学 4 年生については、各児童の授業参加行動を行動観
察して算出した授業参加率と、教師に各児童の学力を 5 件法  (1: 低い～5: 高
い ) で尋ねた学力評定値の関連を検討した。その結果、授業参加率と学力評定
値との間に、算数では r = .30、国語では r = .43 の正の相関が見られ、授業参
加率の高い児童ほど学力評定値も高い傾向にあった。中学１年生については、
定期試験の 5 教科合計得点と、行動観察の結果に基づいて算出した授業参加率














と学力との間には関連があるなど  (Wentzel, 2005)、これらの行動は無関係で
はなく、学校教育現場においてすべての児童へ効果的な支援を実施するには、
双方の行動への支援方法・方略の検討が必要である。そこで本博士論文研究で










1－2－5 大学―行政―学校現場の連携  
















行っている  (Figure 1–5 参照 ;  東京都日野市公立小中学校全教員・教育委員
会・小貫 , 2010)。日野市では、まず地域環境である教育委員会が学校を支援す
るために、「専門家の活用」「研修会の整備」「支援システムの整備」などに取り
組んだ  (京極 , 2016)。さらに学校内では、具体的にどのような環境を整えれば
良いのかについてチェックリストを作成し、これに基づいた取り組みを市内の
全小中学校で行っている  (京極 , 2016)。例えば、学校内におけるルールの統一・
明確化や、子ども達が適切な行動をしやすいような場・時間の構造化、刺激量
の調整、などを行っている  (京極 , 2016)。さらに日野市では、授業のユニバー












Figure 1–5. 日野市の特別支援教育における環境整備  (東京都日野市公立小中




善を行うものである  (京極 , 2016)。日野市では授業の改善を、全体への指導の
工夫、困難さのある児童への個の配慮および特化した指導、と複数の段階に分
けて行っており、児童へのアンケート調査において授業が分かりやすいと答え
る児童の割合が増加したことを報告している  (京極 , 2016)。  
また、本博士論文研究を行った A 市では、2002 年より特別支援教育支援員
配置事業「通常の学級における LD 等への特別支援事業」  (以下、A 市 LD 事
業 ) を行っている  (柘植・中尾 , 2008)。A 市 LD 事業では、教育委員会が大学
と学校の間を仲介し、専門機関である大学と学校の連携による支援が行われて



















また A 市 LD 事業では、小中学校でのアセスメントや支援に関する実践研究
を奨励している。これによって研究活動を行う大学側、大学からの支援活動・
専門知識を得ることが出来る学校側の双方にとって利益のある事業となってい
る。実際、これまで A 市 LD 事業を背景として多数の実践研究が行われ、学術
雑誌にも発表されており  (Baba & Tanaka-Matsumi, 2011; 道城・松見・井上 ,  
2004; 道城・松見 , 2007; Noda & Tanaka-Matsumi, 2009; 野田・松見 , 2010; 
Noda & Tanaka-Matsumi, 2014; 大対・松見 , 2010; 大対・野田・松見・横山 , 
2005; 田中・鈴木・島崎・松見 , 2010; 竹島・松見 , 2013 竹島・松見 , 2015)、
修士論文、博士論文研究も多数行われている。A 市 LD 事業参加校の教員を対
象とした調査では、例えば「学級の落ち着き」に関して「よくなった」「どちら
かといえばよくなった」との回答が 90％以上得られており、本事業による成果
が確認されている  (柘植・中尾 , 2008)。  















1－2－6 多層支援の有用性と先行研究  








たりの平均児童数は 28.0 人であり、OECD 加盟国の平均 21.4 人を大きく上回
っている。  
以 上 の よ う な 問 題 の 解 決 方 策 と し て 、 School-Wide Positive Behavior 
Supports (学校規模の積極的行動支援 ; Horner & Sugai, 2015; Sugai & Horner, 
2002; 近年では School-wide Positive Behavioral Interventions and Supports
／ PBIS と も 呼 ば れ る が 、 以 下 で は SW-PBS と す る ) や 、 Response to 
Intervention (介入に対する反応性 ; 以下、RTI とする ; Fuchs, Mock, Morgan, 
& Young, 2003) など、3 層モデルによる支援システムが欧米を中心に検討さ
れ、近年急速に普及してきている。  
SW-PBS や RTI では主に、すべての児童に対して予防的な支援を行う第一層
支援、第一層支援が効果的でなかった児童への小集団支援  (第二層支援 )、小集
団支援が効果的でなかった児童に対する個別支援、の 3 層の支援を組み合わせ
て行う  (Figure 1–7 参照 ; 支援を何層に分けるかは、各々の現場に実状に合わ














Figure 1–7. 多層支援モデル .  
 
アセスメントに基づく個別支援が行われる  (Horner & Sugai, 2015; Sugai & 
Horner, 2002)。SW-PBS については、1－3－2 でより詳細に述べる。また、子  
どもの学力  (特に読み書きスキル ) の向上を目的とした RTI では、まず通常学
級においてエビデンスに基づく質の高い指導が行われ、指導が効果的でない子
どもへは補足的な指導が行われる。そして、補足的な指導でも効果が見られな
ければ、特殊教育の対象となる  (Fuchs, Mock, Morgan, & Young, 2003)。  
日本における多層支援の先行研究  日本においても、学業スキルに対しては、
海津・田沼・平木・伊藤・Vaughn (2008) が、小学 1 年生に対して RTI に基づ
く、ひらがな特殊音節の多層指導モデルを開発した。多層指導モデルによる支
援を行った結果、児童の読み書きに関する諸検査得点が増加し、授業参加の改
善も示唆されたことを報告している。また Noda & Tanaka-Matsumi (2014) は、
基礎的な計算スキルに対して 3 層からなる多層支援を小学 2 年生に対して実施
し、正確さと速さの組み合わせである計算の流暢性が多くの児童において改善
したことを報告している。このように、教材・教え方を改善する支援アプロー
第 1 層支援  
(全ての児童に
対する支援 ) 
















SW-PBS のような行動面への支援については、第 3 層にあたる個別支援につ
いては多数の実践研究が行われており、また第 2 層にあたる小集団支援  (例え
ば、馬場 , 2015)、第 1 層にあたる学校・学級全体への支援も行われるようにな
っている  (道城・松見 , 2007; 道城・松見・井上 , 2004; 大対・松見 , 2010; 関
戸・田中 ,  2010; 関戸・安田 , 2011)。複数の層の支援を組み合わせて実施した
多層支援の実践研究は日本ではほぼ見られないが、数少ない例として関戸・田






学校・学年規模の支援として、岡山県総社市の N 中学校では、SW-PBS に基
づき、生徒に適切な行動を教示・表として学校内の各所に張り出し、さらに生
徒の適切な行動が見られたら教師が「Good Behavior チケット」を渡すという










など  (京極 , 2016) は、児童の行動面への主に第 1 層支援にあたると言える。
さらに日野市では、授業のユニバーサルデザイン化も行っているが  (京極 , 
2016)、これも第 1 層支援と同様の支援方略であると言える。さらに日野市で
は授業の改善を、全体への指導の工夫、困難さのある児童への個の配慮および






























1-3 積極的行動支援  (Positive Behavior Support) 
1－3－1 積極的行動支援  (PBS) について  
積極的行動支援  (PBS) 積極的行動支援  (PBS) は、応用行動分析  (Baer, 
Wolf, & Risley, 1968) 、 ノ ー マ ラ イ ゼ ー シ ョ ン ／ イ ン ク ル ー ジ ョ ン 運 動  
(Bricker, 1995; Wolfensberger, 1983)、利用者中心  (person-centered) の価値  
(Kincaid, 1996; Vandercook, York, & Forest, 1989)、の 3 つを背景とする応用
科学である  (Carr et al., 2002)。本節では、積極的行動支援の背景・構造につ
いて述べ、次節において積極的行動支援における機能的アセスメントについて
詳細に述べる。  
積極的行動支援の目的は、第一に個人の生活の質  (quality of life; QOL) を
向上させ、第二に個人の問題行動を最小限にすること  (そして適応的な行動を
増大させること ) である  (Carr et al., 2002)。すなわち、積極的行動支援はノ
ーマライゼーション／インクルージョン運動や利用者中心の価値を哲学的・思
想的な背景として、個人の QOL の向上を目的としながら、そのための具体的
な方法論として主に応用行動分析的アプローチ  (および他の応用科学 ) を用い
るものである。  
積極的行動支援は、問題行動を低減させるための罰・嫌悪刺激の使用への反
対から 1980 年代半ばに生まれ  (Kincaid et al., 2016)、問題行動の機能的側面
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が Iwata, Dorsey, Slifer, Bauman, & Richman (1981/1994)  や、Carr & Durand 
(1985) によって明らかにされることでこの流れは促進された。よって当初、積
極的行動支援は問題行動に対する非嫌悪的な行動マネジメント技法を開発する
ことから始まり  (Horner et al., 1990)、問題行動の機能的アセスメントに基づ
いて適切な代替行動・他行動を、嫌悪的な手法を用いることなく教えることが






学校規模の積極的行動支援  (SW-PBS)  積極的行動支援を学校規模で導入す
る SW-PBS ( 前 述 の よ う に 、 近 年 で は School-Wide Positive Behavioral 
Interventions and Supports; SW-PBIS とも呼ばれる ) は、米国では 2015 年時
点で 21,000 校以上に導入されている  (Horner & Sugai, 2015)。また、オース
トラリアにおいても 2,000 校以上に導入され  (Schofield & Mooney, 2016)、欧
州でも普及が進められている。アメリカ合衆国・教育省の特殊教育プログラム
オ フ ィ ス  (U.S. Department of Education, Office of Special Education 
Programs) は、州・行政区レベルで SW-PBS の導入を推進するセンターを 1998
年 に 設 立 し て い る  (National Technical Assistance Center on Positive 
Behavioral Interventions and Supports , 2013)。このセンターが、州・行政区
が SW-PBS を管轄下の学校に導入する際に必要となる技術的な支援・モデルを
提供している。  
学校内での具体的な支援方略として、SW-PBS では、第 1 層～第 3 層までの




う。具体的には、どのような行動が適切であるのか  (期待されるのか ) に関す
る明確な教示  (期待行動マトリックスなど )、適切な行動の強化  (適切な行動に
随伴した言語賞賛、行動チケットなど )、子どもの行動データの継続的な収集と
それに基づく支援の意思決定が行われる  (Horner & Sugai, 2015)。第 2 層支援
では、第 1 層の全体的支援が効果的でなかった子ども  (全体の約 15%) を対象
とした小集団支援を行う。具体的には、適切な行動に関する教示・プロンプト、
および強化が、より構造的かつ頻繁に行われる  (例えば、 check-in/check-out; 
Todd, Campbell, Meyer, & Horner, 2008)。第 3 層支援では、よりリスクの高
い行動を示す子ども  (全体の約 5％ ) に対し、アセスメントに基づく個別支援
計画の作成とその実施、個別の事例検討会が行われる  (Horner & Sugai, 2015)。
アセスメントの方法論としては、後述する機能的アセスメント  (functional 











Figure 1–8. School-Wide PBS／PBIS の多層支援的アプローチ  (Horner & 
Sugai, 2015; Sugai & Horner, 2002). 
第 1 層支援  
 適 切 な 行 動 に
関する教示  
 適 切 な 行 動 に








第 3 層支援  





















Figure 1–9. School-Wide PBS／PBIS の要素  (Horner & Sugai, 2015; Sugai 
& Horner, 2002). 
  
以上のような多層支援を、SW-PBS では 4 つの構成要素を導入することで行




各学校・地域の文化多様性を考慮して調整する必要がある  (Horner & Sugai, 
2015)。  
 Horner & Sugai (2015) は、SW-PBS を導入することは、特定の支援技法  (例
えば、適切な行動に随伴してチケットを渡す ) を導入することではなく、SW-















述のように、米国では既に 21,000 校以上に SW-PBS が導入されており、学校
規模での問題行動の低減  (Horner et al., 2009)、社会的コンピテンスの改善  
(Bradshaw, Waasdorp, & Leaf, 2012)、学業達成  (Horner et al., 2009)、学校
内の安全  (Horner et al., 2009)、いじめの低減  (Waasdorp, Bradshaw, & Leaf, 
2012)、高校におけるドロップアウト率の減少  (Freeman, Simonsen, McCoach, 








日本における積極的行動支援モデルの応用  SW-PBS を日本の学校に導入す
る上で検討すべき課題として、第一に米国では州・行政区の教育委員会がリー
ダーシップを取り、国立の National Technical Assistance Center on Positive 
Behavioral Interventions and Supports による技術的な支援の下で教職員へ
SW-PBS に関する研修を行うなど、トップダウン式で学校現場へ SW-PBS を導
入している  (National Technical Assistance Center on Positive Behavioral 
Interventions and Supports, 2013)。しかし日本では、前述の東京都日野市の
ような例外はあるものの、一般的に学校・学級ごとの個別性が強く、学校・学
年全体で一貫した取り組みを行いにくい現状がある  (松山 , 2016; 佐古 , 2006)。
そこで、日本においては、学校全体ではなく、学級単位で支援を行う学級規模
の積極的行動支援  (Class-Wide PBS; CW-PBS) を導入し、そこから他の学級
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ており  (Horner et al., 2009)、さらに SW-PBS の効果の指標として主に使われ
ているのは、子どもがある水準以上の問題行動を示した際に記録される Office 
Discipline Referral (ODR) の数の変化である。これらのことから、SW-PBS の
導入によって、適切な行動が増えたことを示した研究は比較的少ないのが現状
である。平澤・小笠原  (2010) は、積極的行動支援に関する中心的な学術誌で
ある Journal of Positive Behavior Interventions の 1999 年の創刊号から 2008
年までの論文をレビューしている。その結果、個人に対する積極的行動支援  
(Individual PBS; IPBS) では 69％の研究が適切な行動も効果指標として用い
ていたのに対し、SW-PBS では 31％に留まり、この点における効果検討が始ま
ったばかりであることを指摘している。また、適切な行動への効果を検討した
研究も  (例えば、Bradshaw, Waasdorp, & Leaf, 2012; Horner et al., 2009)、
データ収集の手法として、直接的な行動観察ではなく質問紙を主に用いている。
米国と比較して日本では、授業中に寝る、手遊び・落書きを常にしている、な




ど ) を増やすことのほうが、日本ではより社会的に意義があると考えられる。  
また、適切な行動  (仲間との社会的相互交渉、授業参加行動 ) が学級規模で
積極的行動支援を導入することによってどれだけ増えるのか、行動観察によっ





行動支援を採用し、児童の仲間との  (ポジティブな ) 社会的相互交渉と授業参
加行動という適切な行動が、学級規模の積極的行動支援  (CW-PBS) と個別の







1－3－2 三項随伴性：機能的アセスメント  




用 い ら れ る 枠 組 み が 「 先 行 事 象 － 行 動 － 結 果  (antecedent － behavior －
consequence) 」  か ら な る 三 項 随 伴 性  (three-term contingency) で あ る  
(Skinner, 1953 河合他  2003)。先行事象とは、行動の直前の刺激や状況のこと
であり、結果とは行動の直後の刺激や状況のことである。三項随伴性の枠組み




Figure 1–10. 機能的アセスメントの枠組み . 
先行事象  (A )  行動  (B)  結果  (C)  
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してその結果どのような反応を仲間  (あるいは教師など ) から得ているのかア
セスメントする。あるいは、仲間がどのような働きかけをした際に、児童は働





の環境  (教師なども含める ) との相互作用として捉えることが出来る。具体的
には、授業中に児童がどのような状況  (特定の課題や指示など ) において、ど

























































1－4 仲間との社会的相互交渉への支援に関する先行研究  
1－4－1 児童間の社会的相互交渉を促進する学級支援  
学校教育現場における児童間の社会的相互交渉は、授業中のグループワーク








よびそれに対する仲間の反応  (例：遊びに行くことを了承するなど ) といった
形で観察される。このような社会的相互交渉を行う際には、社会的に望ましい  




れて学んでいく  (Skinner et al., 2002)。しかし、攻撃的であったり、引っ込み
思案であったりする児童との社会的相互交渉は、社会的相互交渉を行う相手で
ある仲間にとって強化的でないと考えられる  (Stormshak, Bierman, Bruschi, 
Dodge, Coie, & the Conduct Problems Prevention Research group , 1999)。よ
って、仲間はこれらの児童との社会的相互交渉を避け、他の児童との社会的相
互交渉を選択するようになる  (McDowell, 1988; Myerson & Hale, 1984)。この
ような状況下では、向社会的行動を学習する機会が少なくなりがちである。さ
らに、仲間から拒否されたり無視されたりする児童は、結果として、これらの
児童自身も仲間との社会的相互交渉を避けるようになりがちである  (Skinner 
et al., 2002)。そこで学級支援として、児童の向社会的行動を伸ばし、仲間との
ポジティブな社会的相互交渉を増やす支援を行うためには、向社会的な働きか
け行動と反応  (以下、これらの行動を合わせて向社会的行動とする ) が自発さ
れやすく、強化される環境を整えることが必要である。  
教育現場において、向社会的行動を教え、強化するための機会は、多く起き









の行動を賞賛しないこともある  (Hall, 1991; Pumroy & McIntire, 1991)。さら
に児童の向社会的行動を教師が賞賛することは、他の児童の向社会的行動を生
起させる先行事象  (モデル呈示 ) になり得るが、このような効果は他の児童が
賞賛場面を観察していなければ生じない  (Skinner et al., 2002)。  
 以上のように、児童が行った仲間に対する向社会的行動を教師が見つけ、強
化するのは難しい  (Skinner et al., 2002)。このような課題に対して、児童がお
互いの向社会的行動を見つけ、(教師と他の児童に ) 報告し、それを教師が賞賛
する Positive Peer Reporting (以下、PPR とする ; Ervin, Miller, & Friman, 
1996; Grieger, Kaufman, & Grieger, 1976; Morrison & Jones, 2007; Murphy 
& Zlomke, 2014; 竹島 , 2016) による支援が考えられる。PPR では主に、ある




























えることが報告されている  (Bowers, Woods, Carlyon, & Friman, 2000)。これ
までの PPR の実践研究では、仲間が特定の対象児の望ましい行動を見つけて
それを報告し、教師が対象児の望ましい行動と仲間の報告行動を賞賛する手続
きが取られることが多い  (Murphy & Zlomke, 2014)。しかし、通常学級では、
特定の児童のみを対象とした支援より学級全体を対象とした支援のほうがより
好まれること  (Murphy & Zlomke, 2014)、また一つの学級内に仲間との社会的
相互交渉に困難を抱える児童が複数いることから、本博士論文研究の研究 2 で
は、介入学級に在籍する児童全員が報告カードを書かれるように、学級規模の
積極的行動支援として PPR を教師と協働で行った。  
 










されるような結果事象を整えることが重要である。Wolfberg & Schuler (1993) 







た Wolfberg, DeWitt, Young, & Nguyen (2014) は、ASD のある児童 48 名に
対して Wolfberg & Schuler (1993) と同様の介入を実施し、反復測定デザイン  







は学校への般化を検討した ) 研究も国内外で数多く見られる  (例えば、Chan & 
O'Reilly, 2008; Harper, Symon, & Frea, 2008; 半田 ,  2014; 井澤 ,  2003; 石津・
井澤 , 2011; Kamps, Leonard, Vernon, Dugan, Delquadri, Gershon, Wade, & 
Folk, 1992; Koegel, Kuriakose, Singh, & Koegel, 2012; Marzullo-Kerth, 




















強化子が含まれる“フィードバック”などが行われる   (Miltenberger, 2001 園
山・野呂・渡部・大石訳  2006)。Figure 1–13 に、三項随伴性に基づく社会的
スキル訓練の要素を示す。  
このような社会的スキル訓練によって、対象児が自然環境の中で向社会的行
動を行い、他者  (仲間 ) とポジティブな社会的相互交渉を行えるようにするこ
とが訓練目的であるが、大人との訓練によって得られた社会的スキルは、仲間
へと簡単に般化しないことも指摘されている  (Rogers, 2000)。そこで、仲間に
モデル呈示や強化手続きを教え、これらの手続きを仲間が対象児へ行うことで、
社会的スキルの改善や適切な社会的相互交渉の増加を図る仲間媒介法がある  
(Kamps, Royer, Dugan, Kravits, Gonzalez-Lopez, Garcia, & Kane, 2002; 
McConnell, 2002; McGee, Almeida, Sulzerazaroff, & Feldman, 1992; Pierce 
& Schreibman, 1995; Pierce & Schreibman, 1997)。仲間媒介法による社会的
スキル訓練は、獲得した社会的スキルを用いる対象を、大人から仲間へと移行
させるステップを省略することができる  (Rogers, 2000)。 Zhang & Weeler 
(2011) は、仲間媒介法を用いて ASD のある子どもの社会的スキル改善を行っ
た 45 の一事例実験デザインの研究についてメタ分析を行った。 Allison & 
Gorman (1993) の回帰モデルを用いたメタ分析の結果、仲間媒介法の効果量  
(effect size) は 1.0 以上であり、非常に効果的であることが示された。以上の
ように仲間媒介法の効果は実証されている。しかし、子どもが他の子どもに対
して「訓練者」として接することが、適切かどうかという倫理的な問題も数少
ないが指摘されている  (Matson, Matson, & Rivet, 2007)。本博士論文研究の










Christy, Le, & Freeman, 2000)。これはビデオのほうが注目すべき刺激が明確
となること、ビデオが子どもの動機付けを高めること、ビデオに映る場面が構
造化された訓練場面とは異なること、などが理由として考えられる  (Charlop-
Christy, Le, & Freeman, 2000)。そこで研究 3 の社会的スキル訓練において
も、ビデオを用いて標的スキルのモデルを呈示した。  




教科 ) にも般化するか検討した。  
 
1－5 授業参加行動への支援に関する先行研究  
1－5－1 授業参加行動を促進する学級支援  
児童の授業参加行動を促進する支援としては、児童自身による自己観察・記
録  (Amato-Zech, Hoff, & Doepke, 2006; Harris, 1986)、視覚的スケジュール  
(Bryan & Gast, 2000)、教師の注目  (Hall, Lund, & Jackson, 1968) や言語賞
賛  (Chalk & Bizo, 2007)、などの有効性がこれまで実証されている。これらの





て実施されやすい  (Musti-Rao & Haydon, 2011)。  
しかし実際の教育現場において、教師は児童の適切な行動  (授業参加行動な
ど ) を賞賛するより、不適切な行動  (私語など ) を注意・叱責するようになりが
ちであることが指摘されている  (Alber & Heward, 2000; 北口 , 2013; 北口 ,  
2015)。これは、注意・叱責が問題行動の一時的な低減を即時にもたらすからだ




援者からのプロンプト  (Hall, Lund, & Jackson, 1968)、一定間隔で振動する小
型機器によるプロンプト  (Austin & Soeda, 2008)、コーチング  (Sutherland, 





































がある。以上より、本博士論文研究の研究 5A では、 (1)教師の授業中の言語賞
賛回数が自己記録手続きによって増えるか検討し、(2)さらにこれが学級全体へ
の支援として、児童の授業参加行動に及ぼす効果を検証した。  
 また教師の言語賞賛に関しては、ただ賞賛するよりも  (例：“上手”)、適切な
行動を具体的に述べながら賞賛する  (以下、本研究ではこれを言語賞賛とする ;  
例：“今の文章、上手に読めたね”) ほうが児童の授業参加率が上昇することが
報告されている  (Chalk & Bizo, 2007)。研究 5A においても、この具体的な言
語賞賛を標的とした介入を行った。  
 

















めに、より構造化した場面での訓練が有効である  (放課後に 1 対 1 での学習支
援を行うなど )。また、全体指示は通りにくいが個別指示には従うことの出来る
児童の場合、座席位置を最前列にした上で、全体指示の後に個別指示を行うこ
























は、支援者からの合図  (Hall, Lund, & Jackson, 1968) や、小型機器の振動  
(Rivera, Mason, Jabeen, & Johnson, 2015) がプロンプトとして、教師の支援
行動に対して用いられてきた。Austin & Soeda (2008) では、小型機器による
振動をプロンプトとして教師が 2 名の対象児へ支援を行っている。機能的アセ
スメントを行い、授業不参加行動  (大声を出す、離席など ) が教師からの注目
によって強化されていると推定した上で、授業参加行動をしているか否かに関
わらず教師が対象児に定期的に注目  (non-contingent reinforcement) した結
果、対象児 2 名とも授業不参加行動が減少した。  
本博士論文研究の研究 5B では、Austin & Soeda (2008) と同様に教師が対
象児への支援行動を授業中に行いやすいよう、教師に対して小型機器によるプ
ロンプトを導入し、さらに支援行動が増えているかについてのフィードバック
行った。ただし Austin & Soeda (2008) とは異なり、小型機器の振動をプロン
プトとして教師は対象児の行動を観察し、適切かどうかを弁別した上で、機能



















効果を検証した。これらの実践研究を、A 市 LD 事業の下で筆者が応用行動分
析を専門とする外部専門家として小学校に日常的に入り、現場の教師と協働す
ることで行った。  






(Positive Peer Reporting)による学級支援を教師と協働して行った。研究 3 で
は、他者との社会的相互交渉により配慮が必要な ASD のある児童に対して、仲
間と遊ぶ機会の設定および社会的スキル訓練による個別支援を行った。  



































第 2 章  児童間の社会的相互交渉を促進する行動支援  
 
 第 2 章では、児童の仲間との社会的相互交渉について実態調査  (研究 1) を
行い、それに基づいて教師と協働した学級規模の積極的行動支援  (研究 2) と、




 研究 2 では、児童間の社会的相互交渉を改善するための学級規模の積極的行




報告のあった児童 2 名と、 (介入学級に交流に来ていた ) 特別支援学級在籍の
ASD のある児童 1 名の仲間との社会的相互交渉に及ぼす効果について行動観
察により検証した。  











2－1 研究 1 児童間の社会的相互交渉の行動観察による実態調査  
 
2－1－1 序  











2－1－2 方法  
実施期間、場所  
 本研究は、20XX 年 6 月～10 月にかけて、A 市の通常学級における特別支援




の 20 分休みまたは昼休みに行動観察を行った。B 小学校は、A 市の中心部に近
い地域にあり、700 名規模の小学校であった。  
対象児  
 1 年生 2 学級、2 年生 1 学級、3 年生 1 学級の児童 14 名を対象とした。対象
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児らが在籍していた通常学級は、いずれも約 30 名の児童が在籍していた。  
対象児のうち、通常学級に在籍する児童は 10 名  (発達障害等の診断なし、1
年生 5 名、2 年生 3 名、3 年生 2 名 )、特別支援学級に在籍する ASD のある児
童は 4 名  (1 年生 2 名、3 年生 2 名 ) であった。  
通常学級の児童 10 名のうち 5 名  (1 年生は同じ学級の 2 名、2 年生も同じ学
級の 2 名、3 年生は 1 名 ) は、担任教師から「一人でいることが多く、仲間関
係が気になる」との事前の報告があった。その他の通常学級の児童については








行動観察は、インターバル記録法  (interval recording) を用いて行った。イ
ンターバル記録法とは、ある観察期間内でその標的行動が生じたインターバル
の数を数える方法である  (Alberto & Troutman, 1999 佐久間・谷・大野訳  
2004)。研究 1 では、1 インターバルを 20 秒とし、そのインターバル内で標的
行動が見られたかどうかを記録した。なお、記録の際には設定した時間ごとに
バイブレーションが作動する小型の機械 MotivAider (Behavioral Dynamics
製 ) を使用した。社会的相互交渉が観察されたインターバルを、全インターバ






 小学校の 20 分休みまたは昼休みに、休み時間開始 5 分後から行動観察を 5
分間行い、これを 1 セッションとした。特別支援学級に在籍する ASD のある
児童 4 名は、合計 11 セッションの観察を行った  (各児童 1～5 セッション )。通
常学級に在籍し、教師から一人でいることが多く仲間関係が気になると報告の
あった児童 5 名のうち 3 名については 1 セッション、2 名については 2 セッシ
ョンの合計 7 セッション観察を行った。その他の通常学級の児童 5 名は、1 セ
ッションずつ合計 5 セッション観察を行った。  
 
2－1－3 結果  
 Figure 2–1 に、児童の休み時間における仲間との社会的相互交渉の平均イン
ターバル生起率を、特別支援学級在籍の ASD のある児童、通常学級に在籍する































ASD のある児童が 4.8% (児童別の範囲：0～8.0%)、通常学級に在籍する気にな
る児童が 17.1% (児童別の範囲：10.0～26.7%)、その他の通常学級児童が 74.7% 




群間の平均値の差について、1 要因 3 水準の分散分析を行ったところ、有意
な差が見られた  (F (2, 13) = 38.59, p < .001)。Turkey 法による多重比較の結
果、ASD のある児童とその他通常学級児童  (p < .001)、通常学級に在籍する気
になる児童とその他の通常学級児童との間で有意差が見られた  (p = .001)。  
 
2－1－4 考察  






平均 75%を大きく下回った。  


















教師報告による気になる児童のうち 1 年生の児童 2 名と 3 年生の児童 2 名は
同じ学級に在籍しており、特別支援学級の ASD のある児童 2 名もこれらの学









































2－2 研究 2: 児童間の社会的相互交渉を促進するための学級規模の  
Positive Peer Reporting の効果 1 
 
2－2－1 序  





とを目的として、PPR (Positive Peer Reporting) による学級支援を教師と協
働で実施した。PPR では一般的に、複数の仲間が特定の対象児の望ましい行動
を見つけてそれを報告し、教師が対象児の望ましい行動と仲間の報告行動を賞
賛する手続きが取られることが多い  (Murphy & Zlomke, 2014)。これに対して
本研究では、特定の児童のみを対象とした支援より学級全体を対象とした支援
のほうが通常学級ではより好まれること  (Murphy & Zlomke, 2014)、また複数
の児童が仲間との社会的相互交渉に困難を抱えていること  (研究 1 の結果 ) か
ら、学級内のすべての児童が望ましい行動を報告し・報告されるように学級支
援として PPR を実施した。そして PPR によって、児童の社会的スキルおよび
学校肯定感が改善するか、また仲間との社会的相互交渉があまり見られない児
童および ASD のある児童の仲間との社会的相互交渉が増加するかを検討した。 
 
             
1 研究 2 の一部は、国際学会においてポスター発表している  (Niwayama & 




2－2－2 方法  
実施期間、場所  
本研究は、A 市の通常学級における特別支援事業参加校である A 市立 B 小学
校において行った。介入は 20XX 年 10 月～12 月に、フォローアップは 20XX
＋1 年 3 月に行った。本研究実施に際しては、大学の倫理委員会へ研究計画書
を提出し、研究実施の承認を得た。また、研究目的や手続きを学校長および担
任教師に書面および口頭で説明して同意を得た。  
後述する介入学級・統制学級ともに、10 月にプリアセスメント、 12 月にポ
ストアセスメント、3 月にフォローアップデータを収集した。プリアセスメン
ト後、介入学級のみ学級規模の PPR を実施し、実施期間は A 組が 20XX 年 11
月 5 日～12 月 18 日、B 組は 11 月 17 日～12 月 18 日であった。後述する介入
学級の対象児 A、B、C の行動観察は、20XX 年 10 月～20XX 年＋1 年 3 月にか
けて小学校の 20 分休みまたは昼休みに行った。  
対象児童  
対象学級・児童  小学 4 年生 2 学級  (n = 63; 以下、この 2 学級をそれぞれ
A 組、B 組とする ) を“介入学級”として、学級規模の PPR を実施した。また
同学年の他 2 学級  (n = 62) を“統制学級”として、PPR を実施せずにデータ
収集のみ行った。プリアセスメント、ポストアセスメント、フォローアップを
通じて欠損値なくデータが収集できた介入学級 54 名、統制学級 47 名  (向社会
的スキル得点について ; 学校肯定感得点については介入学級 50 名、統制学級
44 名 ) を分析対象とした。  
通常学級在籍の対象児 A、対象児 B 介入学級の担任教師 2 名に対して、担
任している学級において一人でいることが多く仲間関係が最も気になる児童を
1 名ずつ挙げるよう求めた。この教師報告に基づき、介入学級の A 組、B 組か




特別支援学級在籍の ASD のある対象児 C 介入学級の B 組には、特別支援学





 介入学級の A 組の担任教師は、教員歴 8 年目の 40 代男性教員であった。介
入学級の B 組の担任教師は、教員歴 2 年目の 20 代女性教員であった。統制学




入学級と統制学級の比較によって介入効果を検討した。10 月 30 日にプリアセ
スメント、12 月 13 日にポストアセスメント、3 月 15 日にフォローアップデー
タを収集した。  
 通常学級に在籍する対象児 A、対象児 B の仲間との社会的相互交渉の行動観
察データについては、多層ベースラインデザインによって介入効果を検証した。
多層ベースラインデザインは、介入開始時期を対象者  (あるいは行動や場面 ) 
ごとにずらし、ベースラインの長さを変えて介入を繰り返し導入する一事例実
験デザインである  (Alberto & Troutman、  1999 佐久間・谷・大野訳  2004)。 
 特別支援学級在籍の ASD のある対象児 C の体育の時間における仲間との社
会的相互交渉、授業参加行動の行動観察データについては、介入前後を比較す











介入学級の対象児 A、 B、C のみ  
 
 
Figure 2–2. 研究 2 の流れ .  
 
効果の指標  
対象児童全員  小学生用社会的スキル尺度 15 項目  (嶋田・戸ヶ崎・岡安・坂
野 , 1996; Self-rating Scale of Social  Skills for Elementary School Children、
以下、SSS-E とする ) と、日本語版学校肯定感・回避感尺度から学校肯定感尺
度 9 項目  (大対 ,  2007; 以下、SLAQ とする ) に対する回答を求めた。SSS-E は、
向社会的スキル  (7 項目 )、引っ込み思案行動  (4 項目 )、攻撃行動  (4 項目 ) の 3
因子からなる自己報告式の質問紙であり、4 件法  (1:あてはまらない  ～4:あて
はまる ) で回答を求めた。SLAQ は 3 件法 (1:いいえ、2:ときどき、3:はい  )で
回答を求めた。  
通常学級 (介入学級 ) の対象児 A、対象児 B 休み時間の他の児童との社会
的相互交渉について、10 分間の行動観察を行い、事象記録法で回数を記録した。
事象記録法とは、ある観察期間内でその標的行動が生じた回数を数える方法で
ある  (Alberto & Troutman, 1999 佐久間・谷・大野訳  2004)。社会的相互交渉
10 月～11 月  
PPR 実施前の  
行動観察  
11 月～12 月  
PPR 実施中の  
行動観察  

















11 月～12 月  



















の定義は研究 1 と同様であった。対象児の働きかけもしくは反応が 1 回観察さ
れた時点で、社会的相互交渉が 1 回あったとして記録した。  
特別支援学級在籍の ASD のある対象児 C 通常学級の体育の授業に対象児 C
が参加した場面において、対象児 C への他の児童からの働きかけ、および対象








バックのα係数を算出したところ、向社会的スキル  α  = .839、引っ込み思案
行動  α  = .769、攻撃行動  α  = .693 であった。また SLAQ の学校肯定感尺度
に関しては  α  = .773 であった。  
対象児 A、B の行動観察の信頼性については、筆者とは独立して心理学専攻
の大学院生が第 2 観察者として観察を行った。休み時間の全セッションの 28%
について、筆者と第二観察者の観察者間一致率を、少ないほうの社会的相互交
渉 回 数 を 多 い ほ う の 社 会 的 相 互 交 渉 回 数 で 除 し 100 を 乗 じ て 算 出 し た  
(Alberto & Troutman, 1999 佐久間・谷・大野訳  2004)。その結果、社会的相
互交渉の観察者間一致率は平均 87.3% (範囲 :  53.1～100％ ) であった。  
手続き  






その後、介入学級にのみ、学級規模の PPR を導入した。PPR の開始時期は、











動をしていたのか具体的に書くこと、(5) 1 人の仲間に対して報告カードを 1 枚




に貼れること、(8)良いこと見つけの表にシールが 100 枚貼れたら  (報告カード










2－2－3 結果  
 報告カード枚数  PPR の報告カードについて、介入学級の A 組は合計 175




ド枚数を集計すると、A 組の児童が書いた枚数は一人あたり平均 5.2 枚  (児童
別の範囲 :0～23 枚 )、受け取った枚数は一人あたり平均 5.7 枚  (児童別の範囲 :1
～13 枚 ) であった。B 組の児童が書いた枚数は一人あたり平均 10.4 枚  (児童
別の範囲 :0～48 枚 )、受け取った枚数は一人あたり平均 11.3 枚  (児童別の範囲 :2
～25 枚 ) であった。A 組、B 組ともに、無記名の報告カードが見られたため、
書いた枚数と受け取った枚数が一致しなかった。受け取った枚数が 0 枚の児童
は見られなかった。また、書いた枚数が 0 枚の児童は、A 組が 2 名、B 組が 3
名であったが、これらの児童の中には無記名で報告カードを書いた児童がいた
ことが考えられる。  
SSS-E 得点の変化  Table 2–1 に、SSS-E の各尺度および SLAQ の学校肯定
感の介入学級、統制学級それぞれの平均得点を示す。SSS-E の向社会的スキル、
引っ込み思案行動、攻撃行動の 3 因子について、それぞれ 2 要因  (群×時期 ) の
分散分析を行った。その結果、向社会的スキルについては、群、時期の主効果
のいずれも有意でなかった。また、群×時期の交互作用も有意な差は見られな
かった  (F (2, 198) = 1.25, p = .290)。引っ込み思案行動については、介入学級、
統制学級ともにフォローアップにかけて平均得点が減少しており、時期の主効
果が有意であった  (F (2, 202) = 7.59, p = .001)。また攻撃行動についても、介  
59 
 
Table 2–1 SSS–E 得点と SLAQ 得点の平均得点  





介入・向社会的スキル  20.54 (3.8) 21.04 (3.7) 21.15 (3.8) 
統制・向社会的スキル  21.57 (3.9) 21.19 (3.5) 21.49 (3.0) 
介入・引っ込み思案行動  6.29 (2.3) 6.19 (2.5) 5.79 (2.2) 
統制・引っ込み思案行動  6.55 (2.3) 6.47 (2.3) 5.73 (2.1) 
介入・攻撃行動  5.60 (1.6) 5.64 (1.5) 5.28 (1.3) 
統制・攻撃行動  6.08 (1.8) 5.90 (2.2) 5.45 (1.6) 
介入・学校肯定感  20.94 (5.0) 21.72 (4.6) 22.24 (4.9) 
統制・学校肯定感  21.57 (3.9) 21.23 (4.0) 21.48 (3.3) 
Note. 括弧内は標準偏差 . 
 
入学級、統制学級ともにフォローアップにかけて平均得点が減少しており、時
期の主効果が有意であった  (F (2, 204) = 4.78, p = .009)。  
向社会的スキルの変化について、どのような児童に対して PPR による介入
が効果的だったのか検討するために、プリアセスメント時の SSS-E 得点と
SLAQ 得点を用いた Ward 法によるクラスター分析を行った。その結果、学校
肯定感、社会的スキルともに高い“高群”、学校肯定感は高いが社会的スキル得
点は中程度の“中群”、学校肯定感、社会的スキルともに低い“低群”の 3 群に
分けられた。高群は 34 名  (介入学級 16 名、統制学級 18 名 )。中群は合計 31 名  
(介入学級 19 名、統制学級 12 名 )。低群は 26 名  (介入学級 13 名、統制学級 13
名 ) であった。Table 2–2 に、各群のプリアセスメント時の SSS–E と SLAQ の
平均得点と、各群内の介入学級児童の PPR 報告カード枚数を示す。また Figure 
2–3 に、各群の向社会的スキル  (SSS-E) 得点の変化を示す。  
高群の向社会的スキル得点の変化について、統制学級はプリアセスメントか
らフォローアップにかけて有意に平均得点が下がっていたが  (p =.049)、介入
学級は維持していた。また中群について向社会的スキル得点の交互作用は有意
でなかったが  (p =.252)、介入学級のみプリアセスメントからポストアセスメ















上昇傾向が見られたものの  (時期の主効果について F (2, 48) = 2.47, p = .095)、
どちらの学級も有意差は見られなかった。介入学級の向社会的スキル得点の上
昇の効果量も低い水準であった  (d = .27)。  
 
Table 2–2 各群のプリアセスメント時の SSS–E と SLAQ の平均得点と  
各群内の介入学級児童の PPR 報告カード枚数  
 高群  (n = 34) 中群  (n = 31) 低群  (n = 26) 
向社会的スキル  24.8 20.0 17.6 
引っ込み思案行動  5.1 6.8 8.1 
攻撃行動  5.1 5.8 6.6 
学校肯定感  24.0 22.9 15.0 
書いた枚数  
(介入学級のみ )  
11.6 7.4 5.3 
受け取った枚数  
(介入学級のみ )  













Figure 2–3. 向社会的スキル  (SSS-E) 得点の変化 .  
●: 高－介入学級    
○: 高－統制学級   
■: 中―介入学級     
□: 中―統制学級  
▲: 低－介入学級     
△: 低－統制学級   
プリアセスメント  ポストアセスメント  フォローアップ  
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 SSS-E 得点変化量と報告カード枚数の相関  介入学級の個々の児童が報告カ
ードを書いた・受け取った枚数と、SSS-E 得点の変化  (ポストアセスメント得
点からプリアセスメント得点を減じて算出 ) について相関分析を行った。その
結果、高群は“書いた枚数”と“向社会的スキル得点の変化”の間に中程度の
正の相関があり  (r = .60, p = .014)、報告カードを多く書いた児童ほど向社会
的スキル得点が増加する傾向が見られた。中群は“受け取った枚数”と“引っ
込み思案行動得点の変化”の間に中程度の負の相関があり  (r = .－43, p = .042)、
報告カードを多く受け取った児童ほど引っ込み思案行動得点が減少する傾向が
見られた。低群は“受け取った枚数”と“攻撃行動得点の変化”の間に中程度
の負の相関があり  (r = .－57, p = .034)、報告カードを多く受け取った児童ほ
ど攻撃行動得点が減少する傾向が見られた。  
SLAQ 得点の変化  Figure 2–4 に、介入学級と統制学級の平均 SLAQ 得点の
変化を示す。2 要因  (群×時期 ) の分散分析を行った結果、群、時期の主効果は
いずれも有意でなかった。また群×時期の交互作用も有意ではなかった  (F (2, 




















●: 介入学級  
○: 統制学級  






























ップにかけて SLAQ の学校肯定感が有意に上昇していた  (p = .021)。効果量は
低い水準であった  (d = .25)。  
対象児 A、B の行動観察結果  Figure 2–5 に、介入学級在籍の対象児 A、対
象児 B の休み時間中の仲間との社会的相互交渉の変化を示す。対象児 A は、
PPR 実施前は仲間との社会的相互交渉が平均 0.8 回であったが、PPR 実施後は















Figure 2–5. 対象児 A と対象児 B の休み時間 10 分間における仲間との社会的
相互交渉および PPR のカードを書いた・受け取った枚数 .  
Note. ● : 仲間との社会的相互交渉、 ■ :  対象児らが書いた PPR カード枚数、  
□ : 対象児らが受け取った PPR カード枚数 .  































まったく観察されなかったが  (平均 0 回 )、PPR 実施後は平均 11.4 回に増加し
た。両名とも、フォローアップ時においてもベースライン時より高い水準で、
仲間との社会的相互交渉を行っていた。また、対象児 A は報告カードを書いた
枚数が 7 枚、受け取った枚数が 3 枚であった。対象児 B は報告カードを書いた
枚数が 14 枚、受け取った枚数が 12 枚であった。どちらの児童も、報告カード
を先に仲間から受け取り、その後、仲間の適切な行動について報告カードを書
く様子が見られた。  
また、対象児 A の自己報告による SSS-E 得点について、向社会的スキルは
プリアセスメントの 11 からポストアセスメントは 12、フォローアップは 15 と
増加し、改善していた。引っ込み思案行動は、プリアセスメントの 8 からポス
トアセスメントは 13、フォローアップでも 14 と増加していた。攻撃行動は、
プリアセスメントの 5 からポストアセスメント・フォローアップでは 4 へ減少
していた。SLAQ 得点は、プリアセスメントからフォローアップを通じて 19 で
あった。  
対象児 B の自己報告による SSS-E 得点について、向社会的スキルはプリア
セスメントの 17 からポストアセスメントは 19、フォローアップは 23 と増加
し、改善していた。引っ込み思案行動は、プリアセスメントの 11 からポストア
セスメントは 9、フォローアップは 8 へと減少し、改善していた。攻撃行動は、
プリアセスメントの 5 からポストアセスメントでは 7 と増加したが、フォロー
アップでは 4 へ減少していた。SLAQ 得点は、プリアセスメントの 21 からポ
ストアセスメントでは 26 へ増加し、フォローアップでも 26 と維持していた。 
対象児 C の行動観察結果  Figure 2–6 に、特別支援学級在籍の ASD のある
対象児 C が体育の授業時に介入学級 B 組に交流に来た際の、仲間から働きかけ
率、働きかけた仲間の数、対象児 C の授業参加率を示す。仲間からの働きかけ






















た対象児 C へ働きかける仲間の数も、PPR 実施前の平均 1.8 名から、実地後は
平均 4.5 名へと増加した。対象児 C の授業参加率については、授業中の課題に
大きく影響される様子が観察された。9 月 25 日～10 月 15 日はボールを使った
活動、10 月 16 日および 10 月 23 日はリレー、11 月 13 日および 11 月 18 日は
対象児 C の好きな一輪車であり授業参加率が高かった。しかし、PPR 実施前は
まったく授業参加できないこともあった対象児 C が、PPR 実施後は仲間から
の声かけによって授業参加する様子が観察されるようになった。実際、平均授
業参加率は PPR 実施前の平均 7.9%から、実施後は平均 27.2%へ増加した。ま













Figure 2–6. 特別支援学級在籍の ASD のある児童の通常学級における体育の
時間の授業参加行動と対象児に対する仲間の働きかけの変化 .  
Note. ●：授業参加行動、△：他の児童からの働きかけ、棒グラフ：対象児に
働きかけた児童数 .  




































2－2－4 考察  
研究 2 では、児童の向社会的行動を伸ばし、仲間との社会的相互交渉を増や
すことを目的として学級規模の PPR を行った。PPR を学級支援として実施す
ることで、児童の向社会的行動に対して教師・仲間からの賞賛が頻繁に随伴す
る学級環境を整え、その効果を検証した。  
児童が書いた報告カードの枚数について、A 組は 1 日当たり平均 5.6 枚、B

















指した PPR 手続きの改良が必要だと考えられる。  






























PPR によって教室内で受け取るポジティブな刺激  (報告カード ) が増えること
で、これらの児童の攻撃行動得点の減少に繋がったと考えられる。  
また介入学級では PPR 実施後に学校肯定感が増加していた。大対・松見  
(2010) は小学 3 年生を対象とした学級規模の社会的スキル訓練の効果につい
て、介入前に学校適応感が低かった児童は、介入から 3 か月後のフォローアッ
プにかけて学校肯定感が上昇したことを報告している。本研究もこれと同様に、




告のあった対象児 A、対象児 B について、PPR 実施後は両名とも仲間との社会
的相互交渉の増加が見られた。これらの児童は、最初に報告カードを仲間から
書かれてから社会的相互交渉が増加し、自分からもカードを書き始めることが、
カード枚数の時系列データから明らかとなった。PPR 実施前の対象児 A は、一
人でふらふらと教室内や校庭を歩き回る行動がよく観察されていた。それに対















対象児 B に関しては、PPR 実施後の休み時間中は常に一人で過ごし、座席に
じっと座っていたり、読書をしたりする様子が観察されていた。しかし PPR 実
施後は、仲間と一緒に集団遊びをする様子が観察されるようになった。さらに、
自己報告による SSS-E 得点、SLAQ 得点ともに改善していた。  
特別支援学級在籍の ASD のある対象児 C の体育の授業時における仲間との





になった。これら仲間の行動が PPR 実施後に増加したのは、PPR の報告カー
ドによって、これらの行動が報告され強化されたからだと考えられる。また、
ASD のある対象児 C も、仲間からの働きかけに対してその場で反応すること
は少なかったが、後で報告カードを書く行動は頻繁に見られ、PPR 実施期間中
に計 14 枚書くことができた。また仲間が対象児 C へ向けて書いた報告カード
が読み上げられる際に、対象児 C が喜ぶ様子も観察された。  
以上の結果から、学級規模の PPR は、児童の社会的スキルを伸ばす可能性が
示唆され、学校肯定感を増加させることが示された。また休み時間に一人でい
ることの多かった対象児 A および対象児 B (両名とも通常学級在籍 ) の仲間と
































2－3 研究 3: 特別支援学級在籍の自閉症スペクトラム障害のある児童と  
通常学級児童の社会的相互交渉を促進する行動支援 2 
  
2－3－1 序  

















             
2 研究 3 は学会および学術誌において発表している  (庭山・松見 , 2013; 




2－3－2 方法  
実施期間  
研究 3 は、A 市の通常学級における特別支援事業参加校である A 市立 C 小学




の中心部に近い地域にあり、300 名規模の小学校であった。  
研究 3 の行動観察及び介入は小学校の 20 分休みに行った。また介入効果の
般化を検討するために、対象児が通常学級に交流に行く  (交流及び共同学習 ) 
場面において行動観察を行った。  
対象児  
特別支援学級に在籍する ASD のある児童 1 名  (小学 4 年生女児、10 歳、以
下では対象児とする ) を対象とした。対象児は自閉症の診断を受けていた。対













6 年生までの 11 名が在籍しており、担任教師が 3 名いた。また対象児が交流に
行く 4 年生通常学級には、31 名の児童が在籍していた。  
仲間の選出  
 研究 3 に参加する仲間の選出にあたっては、対象児の担任教師および通常学
級の担任教師と相談し、対象児への働きかけが比較的多く観察される児童とい
う観点から選出した。その結果、通常学級に在籍する児童 3 名  (3 名とも小学
4 年生女児 ) が選出された。対象児 3 名は、対象児との遊ぶ機会に参加するこ
とを了承した上で本研究に参加した。  
担任教師  
 対象児の特別支援学級における担任教師は教員歴 9 年目の女性教員であった。
対象児の担任を 4 年間務めていた。通常学級の担任は教員歴 22 年の女性教員
であった。研究実施校に着任して 1 年目であった。  
訓練者  
 筆者が、訓練者として直接的な支援、介入を実施した。筆者は、対象児と仲
間に対する週 1 回の支援を研究開始時までに 1 年半以上行っていた。  
実施場所  
対象児が 20 分休みを過ごしている特別支援学級の教室で行った。特別支援
学級は小学校の 1 階に位置しており、通常学級教室は 3 階に位置していた。観
察および後述の遊ぶ機会設定、社会的スキル訓練はすべて特別支援学級の 1 室
(全 3 教室あるうちの空き教室 ) で行い、対象児と仲間以外の児童は同じ教室内
にいない状況であった。特別支援学級の教室には、対象児が好んで遊びに使用
していた様々な遊具  (トランポリン、ボール、小型ブランコ等 ) があった。  
標的行動  
 20 分休み中に、20 秒インターバル記録法を用いて対象児の行動を 5 分間記
録した。休み時間開始 5 分後から 5 分間の観察を行った。記録の際には設定し
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た時間ごとにバイブレーションが作動する小型の機械 MotivAider (Behavioral 
Dynamics 製 ) を使用した。  
社会的相互交渉  社会的相互交渉は、対象児とその仲間の間で観察される、
働きかけと反応の組み合わせとして定義した。働きかけとは、相手の社会的反
応を引き出すことを目的とした  (音声を伴うか否かは問わない ) 社会的行動と
定義した。反応は、働きかけに対する返答として観察される  (音声を伴うか否
かは問わない ) 社会的行動として定義した。社会的相互交渉が観察されたイン
ターバル数を全インターバル数  (15 インターバル ) で除し、100 を掛けて社会
的相互交渉率を算出した。  






仲間の行動  後述の社会的スキル訓練において標的行動とした、①相手  (対
象児 ) の顔を正面から見ての働きかけ  (働きかけスキル )、②場所・物を  (対象
児に ) 示す際の指差し  (指差しスキル ) について、仲間 3 名が行った回数を、
事象記録法で記録した。尚、仲間 3 名分のデータを 1 つにまとめて記録した。 
アセスメント  
介入前の対象児と仲間の行動について、三項随伴性に基づく ABC 観察記録
の例を Figure 2–7、2–8 に示す。これらの行動観察に基づいて、社会的スキル























ント  (A; 5 セッション ) 、遊ぶ機会設定期  (B; 5 セッション )、遊ぶ機会設定
+SST 期  (C; 6 セッション )、遊ぶ機会設定期  (B; 3 セッション )、ポストアセス






























仲 間 ： こ れ に

































「A ちゃんとかと 20 分休みに遊ぶ時間を作ってるんだけど、よかったら遊び
に来てね」と仲間を特別支援学級の教室に誘った。初回以降は、「よかったら、
今日も 20 分休みに遊びに来てね」と訓練者が仲間に声をかけた。遊ぶ機会は
対象児と仲間の都合に合わせて 1 日 1 回、週に 2～3 回設定した。仲間が特別
支援学級教室に入室後、訓練者が「自由に遊んでね」と教示した。休み時間終
了 3 分前になったところで、訓練者が休み時間終了 3 分前であることを伝え、
対象児と仲間の間で社会的相互交渉があったことを確認した上で、仲良く遊べ
たことについて言語賞賛を行った。1 セッションにおける遊び時間は、直前の
授業の終了時間によって約 5～10 分と変動した。  
遊ぶ機会設定+SST 期 対象児と仲間 3 名がともに参加する社会的スキル訓
練を遊ぶ機会の前に導入した。社会的スキル訓練の標的スキルは、他者に話し
かける際に顔を正面から見て話しかける  (正面から話すスキル )、場所・物を示












Figure 2–9. 遊ぶ機会設定+SST 期における社会的スキル訓練の流れ . 
 












正面から話すスキルと指差しスキルは 1 セッション 1 回、反応スキルは 1 セッ
ション 2 回行った。社会的スキル訓練後、訓練者は対象児と仲間に自由に遊ぶ
よう教示し、その後の手続きは遊ぶ機会設定期と同様であった。  

















察も行った。授業場面の観察では、仲間 3 名も含めた 31 名の通常学級在籍児
童との社会的相互交渉、働きかけに対する反応性  (休み時間中と同じ定義によ
る ) を 20 秒インターバルで記録した。教科は、朝の会、体育、音楽、図工であ
った。授業開始から 15 分間の観察を行い、これを 1 セッションとした。Table 
2–3 に観察した教科と観察回数を示す。尚、対象児が常に個別支援を必要とす

















ベースライン 遊ぶ機会設定 遊ぶ機会設定+SST 遊ぶ機会設定 ベースライン
朝の会 5 4 2 1 2
音楽 3 2 1 0 0
図工 1 0 1 1 1






～5.とてもあてはまる」の 5 件法で回答するものであった。質問紙は、全 6 項
目から成った。結果の分析の際、項目 2 は反転項目として扱った。  
行動観察の信頼性  
 観察データの信頼性を求めるため、筆者とは独立して、心理学専攻の大学院
生が第 2 観察者として観察を行った。休み時間の全セッションの 22.7%、授業
場面の全セッションの 17.2%について、観察者間一致率を算出した。休み時間
における観察者間一致率は、対象児と仲間の社会的相互交渉について 85.3% (範
囲 : 73.3～100％ )、対象児の反応性について 90.7% (範囲 :86.7～100%) であっ
た。交流及び共同学習場面における観察者間一致率は、対象児の授業参加行動
について 86.0% (範囲 : 80.0～95.8％ )、対象児と仲間の社会的相互交渉につい
て 95.6% (範囲 : 80.0～100%)、対象児の反応性について 97.1% (範囲 :85.7～
100%) であった。  
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象児と仲間  (および他の通常学級の児童 ) が同じ場所にいる場面は全く観察さ































































































ル」と「指差しスキル」を仲間 3 名が対象児に対して行った回数  (訓練を終え
た後の休み時間 5 分間の生起回数 ) を示す。データは、仲間 3 名分を合計した
ものである。プリアセスメントでは、対象児と仲間の社会的相互交渉が見られ
なかったため、これらのスキルの生起も観察されなかった。「正面から働きかけ
るスキル」は 1 回目の遊ぶ機会設定期の平均 1.2 回から、遊ぶ機会設定+SST 期
は平均 3.7 回と増え、2 回目の遊ぶ機会設定期では平均 3.3 回、ポストアセス
メントでは 3 回と社会的スキル訓練後も維持されていた。「指差しスキル」も、
1 回目の遊ぶ機会設定期平均 1.2 回から、遊ぶ機会設定+SST 期は平均 3.3 回と














Figure 2–11. 社会的スキル訓練の標的スキルの休み時間中の生起回数の変化 .  




































Figure 2–12 に、通常学級の授業場面における対象児のクラスメイト  (仲間
































Figure 2–12. 通常学級の授業中におけるクラスメイト 31 名  (仲間 3 名を含む ) 




































社会的妥当性   
介入の社会的妥当性を検討するための、対象児の担任教師による質問紙の回











Table 2–3 社会的妥当性を検討するための質問紙の評定結果  



















Note. 5 件法  (1：全くあてはまらない～5：とてもあてはまる ) で回答を求めた .  












2－3－4 考察  









 まず、遊ぶ機会設定の効果について述べる。Myles, Simpson, Ormsbee, & 
Erikson (1993) の研究では、ASD のある児童と定型発達児が物理的に同じ場
所にいることは、ASD のある児童の社会的相互交渉の増加に繋がらなかった。
また支援のない状態では、定型発達児は ASD のある児童とではなく、他の定型






















きかけに対する反応性  (反応率 ) を報告した研究は比較的少なく  (Camargo, 






















































れる行動である。第 2 章の研究 1～3 も、休み時間を中心に行った研究である。
しかし、小中学校における教育の大きな役割として、子どもの将来的な学習や
職業・社会生活が円滑にいくよう、基礎的な学力を身に付けさせることが挙げ
られる  (文部科学省 , 2009)。学校教育において子どもは授業を通じて学力を身
に付けていくが、序論で述べたように、小学校の通常学級には授業参加行動に
困難を抱える児童も複数いることが指摘されている。さらに、向社会的行動と






























第 3 章  児童の授業参加行動を促進する行動支援  
 

























3－1 研究 4: 児童の授業参加行動の行動観察による実態調査 3 
 
3－1－1 序  








3－1－2 方法  
実施期間、場所  
本研究は、20XX 年 6 月～7 月に、A 市の通常学級における特別支援事業参加






 小学校通常学級の 1 年生 2 学級と 3 年生 1 学級の児童  (計 86 名 ) を対象と
した。  
             











45 分授業を 1 セッションとして、15 分間隔のタイムサンプリング法を用いて
観察した。授業開始後約 5、20、35 分経過時  (15 分間隔 ) に、学級の全児童を
2 名ずつ順に約 2 秒間観察し、その時点で授業参加行動が見られたか否かを記
録した。授業参加行動の観察記録の例を Figure 3–1 に示す。各児童について、
授業参加行動が観察された回数を全観察回数で除し、100 を乗じて平均授業参
加率を算出した。また、児童の平均授業参加率の学級平均も算出した。  
観察を行ったセッション数は、1 年 A 組は 5 セッション  (国語 1 セッション、
算数 2 セッション、生活科 2 セッション )、1 年 B 組も 5 セッション  (国語 4 セ
ッション、算数 1 セッション )、3 年 A 組は 7 セッションであった  (国語 3 セッ

















3－1－3 結果  
 Figure 3–2 に 1 年生 2 学級、Figure 3–3 に 3 年 A 組の児童の平均授業参加
率を示す。棒グラフ一つひとつが、児童一人ひとりの平均授業参加率を示して
いる。Figure 3–2、3–3 より、常に授業参加できている児童も複数いるが、授
業時間の半分も取り組めていないと考えられる  (平均授業参加率 50%以下の ) 
児童も複数いることが分かる。1 年 A 組の学級の平均授業参加率は、76.4% (30.8
～100%)、1 年 B 組の学級の平均授業参加率は、83.6% (28.6～100%)、3 年 A
組の学級の平均授業参加率は、76.6% (15.8～100%) であった。平均授業参加率
が 50%以下の児童は 1 年 A 組が 2 名、1 年 B 組も 2 名、3 年 A 組は 3 名存在
した。また、平均授業参加率が 70%以下の児童は  (先に述べた 50%以下の児童




































Figure 3–4. 研究 4 実施中に観察された授業逸脱行動の ABC の例 .  
 
また、研究 4 実施中に観察された児童の授業逸脱行動  (私語、授業妨害行動





3－1－4 考察  
研究 4 では、児童の授業参加行動について行動観察による実態調査を行った。




































に複数いることが明らかとなった。馬場  (2009)、馬場  (2015) の研究では、小


























3－2 研究 5A: 児童の授業参加行動への学級支援としての教師の言語賞賛  
増加の効果 4 
 
3－2－1 序  







3－2－2 方法  
実施期間・場所  
本研究は、20XX 年 10 月～20XX+1 年 1 月にかけて、A 市の通常学級におけ





び介入期の第 1 セッション後に、介入手続き  (教師による言語賞賛回数の自己
記録 ) が授業進行の妨げにならないことを教師に確認した上で、介入を継続し
た。  
             
4 研究 5A は学会および学術誌において発表している  (庭山・松見 , 2015a; 




対象者は、公立小学校の通常学級の担任教師 3 名  (20 代女性 2 名、20 代男
性 1 名 ; 以下、担任教師 1、担任教師 2、担任教師 3 とする )、およびその学級
の児童計 85 名  (学級 1 は 1 年生 28 名、学級 2 は 3 年生 30 名、学級 3 は 1 年
生 27 名 ) であった。担任教師の教員歴は 1～4 年であった。  
筆者は応用行動分析を専門とする大学からの外部専門家として、研究実施校







始の約 2 ヶ月前に、担任教師は筆者らが講師を務めた研修会  (個別声かけ、言
語賞賛などの有効性を含む内容 ) に参加していた。  
場面  
本研究は、公立小学校の通常学級教室における授業場面において行った。ベ





語 3 回、算数 2 回、生活科 1 回、介入期は国語 6 回、算数 6 回、生活科 1 回で
あった。学級 2 は、ベースライン期に国語 6 回、算数 1 回、理科 1 回、社会科
1 回、介入期は国語 6 回、算数 1 回、理科 2 回であった。学級 3 は、ベースラ
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イン期に国語 5 回、算数 1 回、道徳 1 回、介入期は国語 3 回、算数 3 回、生活











向を向く、発表する、こととした。児童の授業参加行動は、45 分授業を 1 セッ
ションとして、15 分間隔のタイムサンプリング法を用いて記録した。授業開始
後約 5、20、35 分経過時  (15 分間隔 ) に、学級の全児童を 2 名ずつ順に約 2 秒
間観察し、その時点で授業参加行動が見られたか否かを記録した。これをもと
に、学級の平均授業参加率をセッションごとに算出した。これは、各児童の授














のための統計分析法である Tau-U (Parker、  Vannest、  Davis、  & Sauber、 








介入期  担任教師に対して介入開始前に以下の 4 点を教示した。(1)言語賞賛
が児童の授業参加を促進すること、(2)授業中の言語賞賛の例、(3)授業参加行動
が見られたらすぐに言語賞賛すること、(4)普段は授業参加行動の少ない児童が


















者は 2～3 週間に一度チェックし、介入終了後に回収した。さらに、筆者は 1 週





支援が児童の授業参加に与えた効果に関する 6 項目のアンケート調査に 5 件法
で回答を求めた。  
 
Table 3–1 教示の際に担任教師に提示した言語賞賛の具体例  
















 行動観察の信頼性を確認するため、心理学専攻の大学院生  (対象学級の支援
を本研究開始時までに半年間行っていた ) が第二観察者として、筆者と同時に
教室内で行動観察を 13 セッション  (全 61 セッションの 21%) 行った。教師の
言語賞賛回数の観察者間一致率は 1 セッション毎に算出し、少ないほうの言語
賞賛回数を多いほうの言語賞賛回数で除し 100 を乗じて算出した。児童の授業
参加行動の観察者間一致率は 1 回の観察機会毎に算出し、観察者間で観察結果  
(授業参加行動か否か ) が一致した児童数を学級の全児童数で除し 100 を乗じ
て算出した。教師の言語賞賛回数の観察者間一致率は平均 92.0% (範囲：55.6
～100％ )、児童の授業参加行動の観察者間一致率は平均 89.0% (範囲：72.4～
100％ )であった。  
 
3－2－3 結果  
Figure 3–5 に、各担任教師の言語賞賛回数  (右縦軸 ) と、各学級の平均授業
参加率  (左縦軸 ) の変化を示した。尚、教師の言語賞賛回数も、筆者の行動観察
によるデータである。担任教師 1 の言語賞賛回数は、ベースライン期平均 3.2
回から介入期には平均 12.3 回に増えた。フォローアップ期にも平均 10.0 回と、
ベースライン期より高い水準を維持していた。担任教師 2 の言語賞賛回数は、
ベースライン期平均 2.6 回から介入期には平均 11.8 回に増えた。さらにフォロ
ーアップ期には、平均 14.3 回と介入期よりも増えていた。担任教師 3 の言語賞
賛回数は、ベースライン期平均 5.6 回から介入期には平均 19.3 回に増えた。フ
ォローアップ期にも平均 12.0 回と、ベースライン期より高い水準を維持して
いた。担任教師 3 名とも、介入期には言語賞賛回数が増えており、フォローア




















































































Figure 3–5. 教師の言語賞賛回数と学級の平均授業参加率  (%). 
Note. ●：教師の言語賞賛回数、○：介入期に教師がカウンターを使用してい  
なかった時の言語賞賛回数、▲：学級の平均授業参加率を示す .  
教師 1・学級 1 
(1 年生、  28 名 ) 
 
ベースライン期  介入期  フォロー  
アップ  
教師 3・学級 3 
(1 年生、  27 名 ) 
 
教師 2・学級 2 




















した。その結果、筆者との一致率は、担任教師 1 が平均 64.4% (範囲：25.0%～
100%)、担任教師 2 が平均 75.6% (範囲：44.8%～94.1%)、担任教師 3 が平均
73.3% (範囲：60.0%～100%) であった。  
各学級の平均授業参加率について、学級 1 はベースライン期平均 81.6%から
介入期は平均 88.6%に上昇した。学級 2 はベースライン期平均 70.8%から介入
期は平均 85.8%に上昇した。学級 3 はベースライン期平均 80.2%から介入期は
平均 88.9%に上昇した。3 学級とも、冬季休暇後のフォローアップ期において
も平均授業参加率が維持されていた。Tau-U による分析結果を Table 3–2 に示  
 
Table 3–2 Tau-U に基づく学級の平均授業参加率の変化の分析結果  
  S TAU VARs SD Z 
学級 1           
  ベースライン期のトレンド  －7  －0.47  28.33  5.32  －1.32 n.s .  
  介入期のトレンド  53  0.68  268.67  16.39  3.23 *  
  ベースライン期  vs 介入期  64  0.82  520.00  22.80  2.81 *  
(ベースライン期のトレンドを調整済み )            
学級 2           
  ベースライン期のトレンド  4  0.11  92.00  9.59  0.42 n.s .  
  介入期のトレンド  2  0.06  92.00  9.59  0.21 n.s .  
  ベースライン期  vs 介入期  73  0.90  513.00  22.65  3.22 *  
(ベースライン期のトレンドを調整済
み )  
          
学級 3           
  ベースライン期のトレンド  6  0.29  44.33  6.66  0.90 n.s .  
  介入期のトレンド  10  0.22  125.00  11.18  0.89 n.s .  
  ベースライン期  vs 介入期  57  0.81  420.00  20.49  2.78 *  
(ベースライン期のトレンドを調整済
み )  
          





























Figure 3–6 に学級 1、Figure 3–7 に学級 2、Figure 3–8 に学級 3 の各児童の
平均授業参加率を示した。ベースライン期における平均授業参加率が、学級平
均よりも低かった児童は、各学級とも 11 名ずつであった。これらの児童のう
ち、介入期において平均授業参加率が上昇した児童は、学級 1 が 11 名中 10 名、













   児童 28 名  
Figure 3–6. 学級 1 (1 年生 ) の各児童の平均授業参加率 .  


























































   児童 30 名  
Figure 3–7. 学級 2  (3 年生 ) の各児童の平均授業参加率 .  











   児童 27 名  
Figure 3–8. 学級 3 (1 年生 ) の各児童の平均授業参加率 .  














Table 3–3 担任教師に対するアンケート調査結果  



















Note. 5 件法  (1：全くあてはまらない～5：とてもあてはまる ) で回答を求
めた .  





3－2－4 考察  











































は、教師の注意・叱責回数がベースライン期 12 回  (1 セッション観察 ) から、
介入期には 0 回  (2 セッション観察 ) になっていた。  
本研究において、筆者が記録した言語賞賛回数と、担任教師が自己記録した










 また本研究では、学級全体への支援実施後も、授業参加率が低い水準  (ベー
スライン期の各学級の平均以下 ) に留まった児童が見られた。学級 3 には、発






















3－3 研究 5B: 自閉症スペクトラム障害のある児童の授業参加行動への  
学級支援と並行した個別支援 5 
 
3－3－1 序  
 第 3 章の研究 4 では、小学校通常学級には授業参加行動に困難を抱える児童




た。しかし研究 5A における学級規模の積極的行動支援では、各学級に約 2 名
ずつ、授業参加率が低い水準に留まった児童が見られた。そこで研究 5B では、
その中でも激しい問題行動の見られた ASD のある児童 1 名  (研究 5A の学級 3









             
5 研究 5B は学会および学術誌において発表している  (庭山・松見 , 2015b; 




3－3－2 方法  
研究実施校  
本研究は、20XX+1 年 1 月～20XX＋1 年 3 月にかけて、A 市の通常学級に  





公立小学校の 1 年生通常学級に在籍する児童  (8 歳、女児 ) を対象児とした。
対象児は、広汎性発達障害の診断を受けていた。本研究の約 3 ヶ月前に受けた
新版 K 式発達検査 2001 において DQ79 であった。対象児は、授業中の頻繁な
離席や授業妨害行動  (大声を出す、板書を消す、教師を叩く等 ) が観察されて
おり、支援の必要があった。  






援活動を行って 2 年目であった。週 1 回は教室内で児童に対する支援活動を行
い、対象児への支援について担任教師とほぼ毎週話し合っていた。  
場面  
公立小学校の 1 年生通常学級の授業中  (国語、算数、もしくは生活科 ) に行





本研究ではベースライン期  (A) と、教師に対して小型機器によるプロンプト
とフィードバックを導入した介入期  (B) の 2 つのフェイズを設け、ABAB デ





切な発言・離席・授業妨害行動等の問題行動が 21 回記録され、そのうち 14 回  
(67%) において、担任教師の注目  (着席するよう注意する等 ) が随伴していた。
よって、対象児の離席行動  (および他の問題行動 ) は担任教師の注目によって
強化されていることが推定された。また研究 5A 実施中の 11 月～12 月の対象
児の平均授業参加率  (15 分間隔のタイムサンプリング法による ) は平均 39.1% 
(範囲 :0%—66.7%) と低かった。ASD のある対象児は、読み書きや、挙手して
発言する等の授業参加行動を既に獲得している様子が観察されたが、問題行動
のほうが高頻度であるため注目されやすく、望ましい授業参加行動の生起率が
低いままであると考えられた。そこで、着席中の  (着席行動をしている ) 対象
児への担任教師の注目を増やす介入を計画した。また、対象児の問題行動は、
担任教師からの注目間隔が 5 分以上空くと頻繁に見られた。そこで担任教師と




バル記録法  (1 セッション 45 インターバル ) を用いた。  
担任教師の注目率  担任教師による、着席中の対象児への働きかけ  (言語賞
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師が児童  (対象児を含む学級全員 ) の授業参加行動を言語賞賛した回数を確認
し、研究 5A で行った学級支援が継続できていることを賞賛した。  
介入期  担任教師の対象児への注目を増やすために、小型機器  (Behavioral 
Dynamics 社製 MotivAidar) による 5 分間隔の振動をプロンプトとして導入し
た。授業開始時に、担任教師はポケット内の小型機器の電源を入れ、以降 5 分
間隔で小型機器による振動があった  (45 分授業中に 9 回 )。この振動をプロン
プトとして、担任教師は対象児が着席している時にのみ、対象児に注目  (賞賛
する、個別指示する等 ) した。具体的には、対象児が着席して授業参加行動を
行っている場合には賞賛し  (課題に取り組んでいる際には “頑張って書いてて
112 
 
えらいね ”、話を聞いている際には “ちゃんと聞いているね ”、丸付けをする等 )、
対象児が着席しているが授業に参加できていない場合には個別に声かけ  (手遊
びをしている際に “この問題を解こう ”等 ) をした。小型機器が振動した際に対
象児にすぐ注目できない場合  (学級全体に指示を出している等 ) は、その後な
るべく早く対象児に働きかけるよう、担任教師に教示した。小型機器の振動間












支援が児童の授業参加に与えた効果に関する 6 項目の質問に 5 件法  (1：あて





師の対象児への注目が平均 85% (範囲：80–91%)、対象児の離席行動が平均 98% 




































3－3－3 結果  
Figure 3–9 に、着席中の対象児への担任教師の注目率と、対象児の離席率の
変化を示す。着席中の対象児への担任教師の注目率の平均は、ベースライン期
6.2%、介入期 24.5%、2 回目のベースライン期 11.8%、2 回目の介入期 25.9%
であった。介入期には、担任教師は対象児に全 45 インターバル中平均 10 イン
ターバル  (22.2%) 以上注目しており、これはプロンプト回数  (1 授業 9 回 ) よ
り多かった。また担任教師は対象児以外の児童へも、授業参加行動への言語賞
賛をベースライン期平均 12.0 回、介入期平均 13.6 回行えており、学級支援も
継続できていた。  
対象児の離席率の平均は、ベースライン期 59.1%、介入期 22.7%、2 回目の





















































た効果に関する 6 項目の質問への担任教師の回答結果を示す。項目 2 は反転項
目であり、得られた数値を反転させた  (1 点→5 点 )。結果は全 6 項目の評定値











































a 反転項目  
 











































第 4 章  総合論議  
 
 第 1 章序論で述べたように、現在、日本の小学校通常学級には仲間との社会
的相互交渉および授業参加行動に困難を抱える児童  (発達障害、知的障害のあ
る児童含む ) が複数在籍することが、調査研究  (例えば、文部科学省 , 2012) に












4－1 博士論文研究のまとめと得られた知見  
4－1－1 児童間の社会的相互交渉に関する研究について  
第 2 章の研究 1～3 では、小学校における児童の仲間との社会的相互交渉に
焦点を当てた研究を実施した。具体的には、児童の仲間との社会的相互交渉の
実態調査を行動観察によって行い  (研究 1)、これに基づく教師と協働した学級






































研究 1～3 で得られた知見  研究 1～3 では、先行研究を踏まえた上で、以下
のことを明らかにした。まず研究 1 に関して、これまでの調査研究  (例えば、
















動”について仲間が報告カードを書く支援が多く行われている  (Murphy & 
120 
 







研究 3 について、Wolfberg & Schuler (1993) 、Wolfberg, DeWitt, Young, & 























的スキルとした研究が比較的多い  (Camargo, Rispoli, Ganz, Hong, Davis, & 






























Figure 4–1. 児童の仲間との社会的相互交渉を促進する学級内の多層支援  
モデル .  
 
る積極的行動支援であり、同じ学級内で同時並行して行うことが可能だと考え
られる。よって本博士論文研究の研究 2 と研究 3 で行った支援を組み合わせ、
多層支援として実施することは出来ると考えられる。本博士論文研究の研究 1
～3 から示唆される日本の教育現場に適した児童の仲間との社会的相互交渉を







4－1－2 授業参加行動に関する研究について  























研究 4～5A・5B のまとめ  研究 4 では、小学校の通常学級の授業中に、児童
一人ひとりの授業参加行動を行動観察した。その結果、授業参加行動に困難さ
を抱える  (授業参加率の低い ) 児童が一つの学級に複数いることが明らかとな
った。また、研究 4 では授業逸脱行動  (私語、離席など ) に随伴して教師が児





















ことで、研究 5A・B を多層支援として実施することが出来た。  
研究 4～5A・B で得られた知見  研究 4～5A・B では、先行研究を踏まえた上













に注目  (賞賛 ) できるように支援し、これを学級支援としてすべての児童を対
象として行うことが示唆された。  
研究 5A に関して、これまでの先行研究からも、教師の言語賞賛回数の増加
に対して自己記録手続きが有効であることは示されていた  (Kalis et al.、  









































授業参加行動への多層支援  本博士論文研究の研究 5A・5B では、学級規模
と個別の積極的行動支援を組み合わせ、多層支援として実施した。本博士論文
研究の研究 5A・5B から示唆される、日本の教育現場に適した児童の授業参加




































取り組みをまとめた小冊子  (Figure 4–3) を作成している。この小冊子は、A 市
内の公立小中学校の全教師に配布されている。A 市教育委員会の依頼の下、筆
者も本小冊子の著者の一人として参加し、本博士論文研究の一部について、そ
の支援手続き  (および効果 ) を現場の教師が日々の実践に取り入れやすい形で
解説した  (庭山 , 2016)。このように本博士論文研究は、実践研究を行った小学














Figure 4–3. 発達障害理解推進拠点事業の一環として、A 市教育委員会により
























また、研究 5A の個別児童データ  (Figure 3–6～3–8) が示すように、学級支
援前の授業参加率は低くとも、学級支援後に授業参加率が著しく増加する児童
















































的行動支援を持続させていくために必要な要素について、 Horner & Sugai 
(2015)、Sugai & Horner (2002) による SW-PBS のモデル  (第 1 章の Figure 
1–9、26 頁参照 ) を、本博士論文研究に基づいてより具体化したものが Figure 
4–5 である。Figure 4–5 における“実践”は、教師による児童の望ましい行動  
(仲間との社会的相互交渉や授業参加行動など ) を促進する学級支援・個別支援
を示す。本博士論文研究では、学級規模の PPR (研究 2)、仲間との社会的相互
交渉の機会を増やすための個別配慮  (研究 3)、授業中の教師の頻繁な言語賞賛  




究 5A)、外部専門家である筆者によるフィードバック  (研究 2、5A、5B)、教師

























































とが挙げられる。本博士論文研究で対象としたのは、研究 1 は 1～3 年生、研







































は、その問題行動の詳細が Office Discipline Referral  (ODR) として記録され
る。ODR には、どの児童がどのような問題行動を起こしたのかが記録され、学
校全体としての ODR 数が学校全体で問題行動が減少しているか否かの指標と
なり、School-Wide PBS の効果指標として主に使用されている  (Irvin, Tobin, 
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